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１．はじめに 

 

多くの理論研究（Barro(1990)１）など）および実証分析
(Aschauer(1989)２）など)が示すように，公共資本（イ
ンフラストラクチュア）は経済成長に多大な影響をも

たらしている．Barro(1990)は公共資本を純粋公共財と
して，内生的経済成長モデルを分析している．しかし，

多くの発展途上国においては，都市部を中心に道路混

雑が慢性的に発生している．このように，公共資本の

容量に対して，許容量以上の負荷がかかることにより

起こる混雑現象は，最適な資源配分からの乖離を生み，

その結果，当該地域の生産性は低下する．このような

問題意識のもとで，Barro and Sala-i-Martin (1992)３）は
公共サービスの競合性に着目し，混雑を考慮したモデ

ルを構築している．また，Acconcia (2000)４）は混雑を
考慮し，私的資本の増加による混雑の増加という外部

不経済が複数均衡を生じさせるということを示してい

る．しかし,これらの先行研究においては，公共資本は
フローとして扱われている．これに対して，Futagami, et 
al. (1993)５）は公共資本をストックとして扱い，
Barro(1990)のモデルの結果との比較分析を行ってい
る．しかし，Futagami, et al. (1993)は公共資本の蓄積は
考慮しているが，減耗は考慮されていない．公共資本

の減耗を考慮し，さらにメンテナンスを考慮した研究

として，Rioja(2002)６）やKalaitzidakis and Kalyvitis(2004)
７）などがある．Rioja(2002)では，公共投資をメンテナ
ンス投資のみに充て，新規公共資本投資は海外援助に

よるとして分析を行っている．これに対して，

Kalaitzidakis and Kalyvitis(2004)では，新規公共資本投資，
メンテナンス投資ともに，公共投資によるとして分析

を行っている．新規投資とメンテナンス投資の配分は，

公共資本の増加量が最大になるように配分するのが最 
適であると示している． 一般に，インフラの減耗は施 
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設需要と密接に関係している．インフラストックが十

分でなく需要が集中すれば，混雑が発生するのみなら

ず,過度の負荷がかかることによってインフラの減耗
のスピードが増加する．しかし,混雑がインフラの蓄積
過程及び当該地域の経済成長に及ぼす影響を明示的に

考慮した研究は筆者らの知る限り存在しない． 
本研究は，内生的経済成長モデルにおいて，公共資

本の競合性と減耗の両方を考慮したモデルを構築し，

それらが経済成長経路に与える影響について分析する

ことを目的とする．さらに，課税政策，メンテナンス

政策に関する政策分析を行い，政府の最適政策につい

て考察する．また，競合性と減耗をともに考慮しない

モデル，競合性のみを考慮したモデル，減耗のみを考

慮したモデルについても分析し，比較を行う． 
 

２．モデルの構築と動的最適化 

競合性と減耗をともに考慮したモデルについて 

 

（１）モデルの前提 

一地域，閉鎖経済とする．生産者かつ消費者である

主体を考える．主体は同質で，人口を不変とし，無期

限の視野を持つ代表的家計が存在しているとする．企

業の生産は，各企業の私的資本ストック，社会全体の

総私的資本ストック，公共資本ストックによるとする．

ここで，公共資本ストックの総私的資本ストック比を

用いて混雑を表す．政府は，企業の生産への課税によ

る税収から，公共投資を行うとする．公共投資は新規

投資とメンテナンス投資にわけられ，メンテナンス投

資を行うことによって，減耗率を低下させる．家計は，

所得から，消費と私的資本投資を行い，効用は消費の

みに依存するとする．また，家計は行動を選択すると

きに，自らの行動が，社会全体に影響を与えるとは考

えないとする．つまり，一家計の私的資本への投資行

動が，社会全体の私的資本ストックの増加を通して，

混雑（インフラへの負荷）の増加をもたらすことを考

慮しないと仮定する． 
 
（２）企業の行動 
企業の生産 q は，各企業の私的資本ストック k，公
共資本ストック gによるとする． 



( , )q AF k g=        (1) 

A：生産技術 

1( , )F k g g kη η−=       (2) 

η：生産の公共資本ストック弾力性 
生産技術を次のように表し，生産は図１のように推

移するとする． 
gA
k

ε⎛ ⎞= ⎜ ⎟
⎝ ⎠

       (3) 

k ：社会全体の総私的資本ストック 
ε：生産技術の，公共資本ストックの総私的資
本ストック比弾力性 

 
 
 
 
 
 
 

図１ 生産関数 
公共資本ストックの私的資本ストック比が小さい場

合は，混雑が発生しているとみなせ，限界生産性は小

さいので，ε+η>１であると考えられる．公共資本ス
トックの私的資本ストック比が大きくなるにつれて混

雑が緩和され，収穫逓増していき，最終的には収穫逓

減してε+η<１となると考えられる． 
以上より，生産関数は次のように表される． 

1 ( , )gq g k f k g
k

η ηε −⎛ ⎞= ≡⎜ ⎟
⎝ ⎠

     (4) 

 
（３）政府の行動 
政府は，企業の生産への課税による税収から，公共

投資を行うとし，公共投資は新規投資とメンテナンス

投資にわけることから，税収 T(=τq)のうち mの割合
だけメンテナンス投資 M(=mT)を行うとする．したが
って，Ig(=(1－m)T)だけ新規投資を行う．ここで，公共
資本の減耗を考える．公共資本は負荷に応じて減耗が

激しくなっていくと考えられるので，混雑によって減

耗率は増加すると考えることができる．またメンテナ

ンス投資によって，減耗率は低下する．以上より，公

共資本の蓄積は次のように表される．  

(1 ) ( / , )g m q g k M gτ δ= − −      (5) 

0
( / )g k
δ∂

<
∂

， 0
M
δ∂

<
∂

⇔ 0
m
δ∂
<

∂
, 0δ

τ
∂

<
∂

 

 

（４）家計の行動 

家計の効用 uは消費 cのみに依存し，効用の割引現

在価値の総和を最大化するように行動する． 

0
( ) tu c e dtρ∞ −∫   

1 1( )
1

cu c
σ

σ

− −
=

−
     (6) 

ρ：時間選好率 
σ：消費の異時点間の代替の弾力性の逆数 

次に，家計の所得と私的資本投資について考える．

家計の所得は課税後の企業の生産と等しいとする．家

計は所得から消費と私的資本投資を行うことから，私

的資本の蓄積過程は次のように表される． 

(1 ) (1 ) ( , )k q c f k g cτ τ= − − = − −      (7) 

 
（５）家計の効用最大化行動 
以上の条件の下で家計は効用の割引現在価値の総和

を最大化するよう行動する．効用最大化問題を解く．

当期価値ハミルトニアンを次のように定義する． 
1

1

2

1 [(1 ) ( , ) ]
1

[(1 ) ( , ) , ]

cH f k g c

gm f k g M g
k

σ

θ τ
σ

θ τ δ

− −
≡ + − −

−
⎛ ⎞+ − − ⎜ ⎟
⎝ ⎠

    (8) 

動的最適化を行うと次式を得る． 
1 [(1 )(1 ) ]c x

c
ε ητ η ρ

σ
+= − − −

     
(9) 

 ただし，企業について代表的企業を考え，k k= と

した． 
ここで，x≡g/k， y≡c/kとし，x，yについての動学
式を表す． 

1(1 ) (1 )x g k m x x y
x g k

ε η ε ητ δ τ+ − += − = − − − − +   (10) 

1 [(1 )(1 ) ] (1 )y c k x x y
y c k

ε η ε ητ η ρ τ
σ

+ += − = − − − − − +

        (11) 

 
（６）動学経路 

以上の結果を用いて，消費，私的資本，公共資本が

同率で成長する均整成長状態の存在を示す．均整成長 
状態であるとき， xと yは一定であるから， 0x y= =
を満たす． 
よって， 0x = より(12)が， 0y = より(13)を得る． 

(1 )* (1 ) * *
*
my x

x
ε ηττ δ+−⎡ ⎤= − − +⎢ ⎥⎣ ⎦

     (12) 

1* [(1 )( 1) ]y xε ητ σ η ρ
σ

+= − + − +      (13) 

上式より以下の動学経路が描ける．また，均整成長

状態である定常点の存在が示されている． 
（Ⅰ）xが大きい場合（ε+η<１） 

kg /  

q  

混雑小 混雑大 



(ⅰ)σ+η>1         (ⅱ)σ+η<1 
 

 

 

 

 

 

 

 

（Ⅱ）xが小さい場合（ε+η>１） 
(ⅰ)σ+η>1       (ⅱ)σ+η<1 
 

 

 

 

 

 

 

 

図４・５において，左側の均衡点が不安定点，右側

の均衡点が安定点である． 
以上は，競合性と減耗をともに考慮したモデルにつ

いてだが，同様にして，競合性と減耗をともに考慮し

ないモデル，競合性のみを考慮したモデル，減耗のみ

を考慮したモデルについても導き出した．これらのモ

デルについては，（Ⅰ）の場合と同様な位相図が得られ

る．ここで注目すべきは，競合性と減耗をともに考慮

すると，複数均衡が存在し，必ず均整成長状態に到達

できない領域が存在することである．競合性と減耗に

ついて，別々に考慮しても複数均衡は存在しないが，

両方ともに考慮すると複数均衡が存在するのである． 
  

３．政策分析 

 

（１）課税政策 

 均整成長状態における成長率を最大化する税率を求

める． 

 成長率γ は c
c

γ = で表されるから，定常点での成長

率は次式で表される． 

1* (1 )(1 ) *x ε ηγ τ η ρ
σ

+⎡ ⎤= − − −⎣ ⎦     (14) 

 上式を τで偏微分すると 

* 1 (1 )( ) ** 1
*

xx
x

ε ηγ η τ ε η
τ σ τ

+ ⎡ ⎤∂ − − + ∂
= − +⎢ ⎥∂ ∂⎣ ⎦

 (15) 

 よって，次の関係が示される． 

* 0γ
τ

>
∂

=
∂

<
 ⇔
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 ここで，(12)(13)より次式を得る． 
1

1
1

(1 )( ) * 1 *(1 ) * *
*

(1 ) 1 * *(1 ) * *
(1 )( ) (1 )( ) *

x m x x
x

xm x x
x

ε η ε η
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τ ε η η δ
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⎡ ⎤− − − ∂
− + −⎢ ⎥− + − + ∂⎣ ⎦

・

       (17) 
 ここで，τ＝ε＋ηのときを考える．(17)に τ＝ε＋ηを
代入し，分子から分母を引くと次式を得る． 

* * *
(1 )( ) *

x
xτ ε η τ ε η

δ δ
τ ε η τ= + = +

∂ ∂
−

− + ∂ ∂
    (18) 

 よって，次の関係が示される． 

(1 )( ) * 1
*

* * * 0
(1 )( ) *

x
x

x
x

τ ε η

τ ε η τ ε η

τ ε η
τ

δ δ
τ ε η τ

= +

= + = +

>
− + ∂

=
∂

<
>

∂ ∂
⇔ − =

− + ∂ ∂
<   

(19) 

(16)(19)より，また，
*γ
τ

∂
∂
は単調減少であるので，

次の関係が示される． 

* * * 0
(1 )( ) *

* 0 *

x
x τ ε η τ ε η

δ δ
τ ε η τ

γ τ ε η
τ

= + = +

>
∂ ∂

− =
− + ∂ ∂

<
> >

∂
⇔ = ⇔ = +

∂
< <

　　

  

(20) 

最適税率は競合性を表す εを含めた生産の公共資本
ストック弾力性より，大きい水準も小さい水準も取り

うることが示された．同様にして，減耗のみを考慮し

たモデルについても，最適税率は生産の公共資本スト

ック弾力性より，大きい水準も小さい水準も取りうる． 

 以上の結果について既存研究との比較を行う．減耗

を考慮していない，Barro(1990)や Futagami, et al. (1993)
のモデルにおいては，最適税率は生産の公共資本弾力

性に等しいということが示されている．また，減耗を

考慮しているが，公共資本への負荷が減耗率に影響を

与えないとしているKalaitzidakis and Kalyvitis(2004) の
モデルにおいては，最適税率は生産の公共資本ストッ

ク弾力性よりも大きい水準にすることが最適であると

いうことが示されている． 
 本研究において，減耗を考慮し公共資本への負荷に

よる減耗率への影響を考慮しているが，このような場

合はKalaitzidakis and Kalyvitis(2004)の結果を必ずしも
満たさない．課税税率の増加が公共資本ストックの増

加をもたらし，その結果，公共資本への負荷が減少し，
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減耗率の減少がもたらされるからである． 
同様にして，競合性と減耗をともに考慮しないモデ

ル，競合性のみを考慮したモデルにおいては，最適税

率は生産の公共資本ストック弾力性に等しいというこ

とが示された． 
 

（２）メンテナンス政策 

 均整成長状態における成長率を最大化するメンテナ

ンス政策について考察する． 

 (12)(13)より，メンテナンス政策を行うと 0y = の

均衡式は変化せず， 0x = の均衡式のみ変化すること

がわかる． 0x = の均衡式は次のように表される． 

  (1 )gy x
g

ε ητ += − + −       (21) 

ここで，成長率を xで偏微分すると次式を得る． 

11 (1 )(1 )( ) 0x
x

ε ηγ τ η ε η
σ

+ −∂
= − − + >

∂
     (22) 

よって，定常解における xが大きいほど，成長率は
大きいことがわかる． 
図４，５における動学経路の位相図を参考にして， 
幾何学的考察を行うと， 0x = の均衡式について，各  々
の xに対して yがより低い水準であれば，定常解にお
ける xはより大きい水準となる．よって，各々の xに 
対して 0x = の均衡式(21)の右辺が最小になるような 

メンテナンス政策を行えばよい．つまり，各々の xに 
対して g g を最大化するようなメンテナンス政策を
行えばよい． 
 つまり，次式で表されるようなメンテナンス政策を

行うべきである． 

g

g g
I M
∂ ∂

=
∂ ∂

       (23) 

 (23)はKalaitzidakis and Kalyvitis(2004)と同様の結論
である． 
ここで，ε+η>１の場合について考える．このとき，

xが低い水準では，成長経路に乗ることができない領
域が存在するが，この領域をできるだけ少なくする政 

策を考えたい．(23)のような政策を行えば， 0x = の 
均衡式において，各々の xに対して yがより低い水準
となり，成長経路に乗ることができる領域は広がる．

そして，さらにそこで τを増加させると，(12)より，
各々のxに対してyがより低い水準となる．(13)より， 

0y = の均衡式についても同様である．よって，成長 
経路に乗ることができる領域はさらに広がる．つまり，

x が小さいという，公共資本の総量が少ない場合，ま
たは公共資本への負荷が非常に大きい場合は，成長率

を犠牲にすることにはなるが，成長経路に乗せるため

には，τ を増加させ公共資本の蓄積に力を入れるべき

であるということを示していると考えられる． 
 
４．まとめ 

 

本研究では，公共資本に関する内生的経済成長モデ

ルにおいて，公共資本の競合性と減耗が複数均衡を引

き起こすことが示された．また，均整成長状態におけ

る成長率を最大化させる課税税率は，減耗を考慮する

と，従来述べられてきた課税税率は生産の公共資本ス

トック弾力性に等しい，という結果とは異なる結果が

得られた．一方，メンテナンス政策は従来の研究と同

様に，メンテナンス投資の限界公共資本蓄積と新規投

資の限界公共資本蓄積が等しくなるよう，投資配分を

決定することが最適であるという結果が得られた． 
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